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決 算 審 査 特 別 委 員 会 記 録

＜地域振興部（観光局を除く）・水道局・教育委員会＞

開催日時 平成２７年１０月１５日（木） １３：５２～１６：２２

開催場所 第１委員会室

出席委員 １１名

和田 恵治 委員長

岡 史朗 副委員長

池田 慎久 委員

川口 延良 委員

中川 崇 委員

田中 惟允 委員

藤野 良次 委員

安井 宏一 委員

荻田 義雄 委員

太田 敦 委員

粒谷 友示 委員

欠席委員 なし

出席理事者 松谷 副知事

榎原 会計管理者（会計局長）

野村 総務部長

長岡 危機管理監

吉田 教育長

一松 地域振興部長

久保田 水道局長

ほか、関係職員

傍 聴 者 １名

議 事 議第８４号 平成２６年度奈良県歳入歳出決算の認定について

会議の経過

○和田委員長 それでは、午前に引き続きまして、ただいまから会議を再開いたします。

それでは、日程に従いまして、水道局、教育委員会、地域振興部、この場合観光局を除
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きます、の審査を行います。

これより質疑に入ります。

その他の事項も含めて、質疑等があればご発言願います。

ただ、皆さんにお願いしたいことがございます。委員各位と理事者の皆さんには、時間

も押しておりますので、何とぞ質問と答弁は明確かつ簡潔にお願いしたいと思います。よ

ろしくご協力くださいませ。

○藤野委員 「主要施策の成果に関する報告書」の１９２ページです。工業高校等備品整

備事業についてお聞きいたします。

平成２６年度におきましては、山辺高校ほか３校の実習備品の整備をされておられます。

これは、年次ごとに工業高校のさまざまな実習における機械等の整備をされておられます。

数年前に工業高校を３校ほどお伺いいたしましたが、非常に老朽著しい機器もございまし

たし、あるいは危険と隣り合わせの機器なのに更新ができずに使えないという状況も見ま

した。そういった意味では、年次ごとに計画を立てられながら実習に向けての整備を進め

られているということは大変ありがたい、感謝を申し上げたいと思います。平成２６年度

はこのような整備をされておられますが、先ほど申しましたように、特に緊急というか、

危険と隣り合わせの機械整備も含むのは予算がかなりかかるであろうかとは思うのですけ

れども、こういった今後の整備についてまずはお聞きいたします。

○大西学校教育課長 県立高校の工業科において、高度な知識、技能を身につけた専門的

人材を育成するために、専門教育に必要な備品を定期的に更新する必要があると認識して

おります。昨年度には、測量機器やショベルカー等を新規に導入しており、本年度も工業

高校等備品整備事業等によりましてロボット制御実習装置など、工業高校に必要な備品を

整備してまいります。また、備品の中には、購入時から相当の年数が経過しているものも

あることから、本年度、修繕費も増額し、対応しているところでございます。

ただ、現状として、修繕が必要な備品が残っており、今後も指導主事によるヒアリング

により現状の把握を続けまして、実習において必要頻度等の高いものから順次修繕あるい

は更新等を行うための必要な予算を確保してまいりたいと考えております。以上です。

○藤野委員 これから順次進めていただきたいのと同時に、先ほど申しましたように、緊

急を要するような機器の整備は早く行っていただきたい、このことをお願いしたいと思い

ます。

さて、工業高校なのですけれども、普通高校と違う部分では、実習費を保護者からいた
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だきながら実習の取り組みをされておられるともお聞きしておりますが、こういった実習

費等々も含めて、教育委員会から何らかのサポート、支援を含めて、できたらまたお願い

したいと思いますし、現状どうなっているのか、あわせてお聞きします。

○大西学校教育課長 実験実習費につきましては、消耗品費や原材料費として各校に令達

しているところですが、実習後、生徒が持ち帰ることができるものの原材料費などについ

ては個人負担としているところです。なお、県立高校工業科において、保護者が負担して

いる額は、実習の内容に応じまして、年間２，０００円程度と聞いておりまして、今後も

保護者に過剰な負担を強いないよう、各高等学校において、状況に応じて見直しを行うと

ともに、県教育委員会としても適正な経費負担について指導を行ってまいります。以上で

ございます。

○藤野委員 年間２，０００円ということですけれども、これはもう少し調査をしてもら

ったほうがいいと思うのですが、前にも申し上げましたように、削る部品がもったいない

ので木を削って練習をしているというような話もちらほらお聞きしました。県立高校なの

で、そういった部分の支援はぜひともお願いしたいのと同時に、やはり産業教育も含めて、

これからの奈良県の地域の産業の担い手として工業高校の存在は非常に大事であるし、卒

業生がそれこそ奈良県の産業を担っていただくということも考えますと、この産業教育に

より一層力を入れていただきたいということをお願いしたいと思います。産業教育につき

ましては、産業フェア等々の実施もされながら、さまざまなイベントを通じて、あるいは

実習です、産学官の連携の中で、産業界の方々が工業高校や、あるいは違う場面での実習

の指導等々もあるとお聞きしております。今後、そういった教育的な部分も含めて充実を

より一層お願いを申し上げまして質問を終わります。

○粒谷委員 教育委員会に１点だけお伺いしたいと思います。

教育委員会の分野の中で、いじめと不登校という問題がございます。これについて、こ

の決算を踏まえて、どのような成果があったのか。そして、今後、このいじめと不登校に

ついては、どのようなお考えをお持ちなのかをご所見を伺いたいと思います。

○西上生徒指導支援室長 いじめ、不登校に関しての成果と取り組み、今後の進め方につ

いてのご質問でございます。

まず、不登校に関しましては、平成２６年度の文部科学省、児童生徒の問題行動等生徒

指導上の諸問題に関する調査において、県内の国公私立の小・中学校で年間３０日以上休

んでおります不登校児童生徒は、小学生で３５３人、中学生で１，２０７人、これを１，
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０００人当たりに直しますと、小学生で全国平均３．９人に対して４．８人、中学生では

全国平均２７．６人に対して２９．５人となっており、前年度よりは減少しておりますが、

依然、小・中学生ともに全国平均を上回っております。

県教育委員会では、不登校児童生徒の一層の減少に向け、不登校児童生徒やその保護者

の悩みを受けとめるとともに、教員からの相談にも応じられるよう、学校の教育相談体制

を充実を図るため、本年度から公立中学校全校にスクールカウンセラーを配置し、同時に、

校区内の小学校からの相談にも対応しているところでございます。また、深刻なケースで

は、精神科医、心理臨床に関する専門の大学教授などを学校に派遣をしたり、本年度から

家庭訪問をする教育相談も開始し、不登校児童生徒やその保護者が相談機関とつながりが

持てるよう支援を行っているところです。

成果の一端といたしまして、この調査におけます本県の公立小・中学校の不登校児童生

徒のうち、平成２６年度中に家庭訪問など、学校のさまざまな指導や支援によって、全く

登校できなかった児童生徒が週に数日でも登校できるようになる、そういった登校状況に

改善が見られた児童生徒の割合が、小学生では３５．６％、中学生では３１．８％と、平

成２５年度と比較しまして、小学生で８．１ポイント、中学生では９．７ポイント増加し

ているところでございます。

また、いじめの状況につきましては、平成２６年度調査が未発表のため平成２５年度調

査で申し上げますと、国公私立の小・中・高等学校におけるいじめの認知件数が、小学校

で５７９件、中学校では５１４件、高等学校で１９６件の合計１，２８９件、これを１，

０００人当たりの認知件数に直しますと、全国平均では１３．５件に対しまして本県は８．

２件となっております。

いじめへの取り組みといたしましては、児童生徒の小さな変化を見逃さないことが大切

であることから、平成２４年度に県教育委員会として独自のいじめ早期発見・早期対応マ

ニュアルを策定し、県内の国公私立の全教員に配付し、活用いただいているところです。

このマニュアルには、いじめの早期発見、早期対応はもとより、事象内容によって会議の

持ち方、あるいは対応のあり方など、また関係機関との連携についても具体に示している

ところです。あわせて昨年度から、いじめをはじめとしまして、生徒の個別の状況を記録

して、組織的、また継続的な指導支援につなげるため、個人別生活カードを県立学校に導

入するとともに、市町村にもその運用を推奨しており、市町村でもほぼ全ての公立小・中

学校で活用されております。
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成果の一端といたしまして、公立小・中学校におけるいじめの解消率を見ますと、マニ

ュアル配付前の平成２３年度の結果と平成２５年度の結果を比較しますと、小学校では７

７．５％から８５．５％へ、中学校では８３．１％から８５．５％へ、高等学校では５３．

６％から８７．６％へと、いずれの校種においても解消率が向上しております。

今後は、いじめや不登校の個別の状況、またその要因についても調査を来年１月末まで

に行って、専門家の助言もいただきながら調査結果を分析し、不登校やいじめ等の減少に

向け、より効果的な取り組みにつなげてまいりたいと考えております。以上です。

○粒谷委員 答弁で、非常に熱心に取り組まれているようには見えますけれども、このい

じめの問題については、本当はゼロでなければだめなのです。ゼロを目標にしなきゃ、今、

数字をいろいろと並べられましたけれど、本来はあってはならないことなのです。

このいじめに対して、教育長にもいろいろお世話になりまして、４年間ほど現場へ足を

運びました。２週間に１回は当該の学校へも行きました。私が感じたのは、教育委員会の

皆さん方もご努力はされているものの、我々から言えば、やはり建前論だと、申しわけな

いけれども。次代を担う小さい子どもたちに、こんな心の傷を負わせていいのかといつも

思うのです。教育長のお世話になって、当該の教育委員会も行きました。しかしながら、

その子どもも残念ながら傷ついて転校されました。この原因は何か。これはやはり現場な

のです。学校現場で、マニュアルで早期発見云々とおっしゃったけれど、そのマニュアル

を運用する先生方に指導力がなかったのです。このマニュアルはいろいろなものがあるで

しょうけれど、もちろんゼロにすることは不可能です。しかしながら、現場に４年間行っ

て、いろいろと見てきたときに、学校教育というのは、やはりサンクチュアリという感じ

がすると思ったのです。一般の社会と物の考え方がかなり離れてます。非常に建前論です。

本当にこの悲しい出来事、いじめから自殺者が絶えない。終わればいつも、いじめはなか

った、いや、やっぱりあったとかいうことで、イタチごっこの話なのです。当事者はもと

より、その家族は大変なご苦労をされてます。今おっしゃるように、数字はわかります。

ただ、このいじめの本当に抜本的な解決は何か、私もわかりません。やっぱり全てが全て

違いますから。

ただ、一つ言えることは、マンパワーが不足しているのかと思います。これは財源の問

題もあろうかと思います。スクールカウンセラーも、年度でいえば、平成２５年では２，

９００万円、平成２６年に２，８００万円、平成２７年には４，２００万円という数字が

出ています。スクールソーシャルワーカーについては、平均的にずっと横並びで２３０万
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ぐらいです。児童相談員は、これはＯＢの方などですけれども、なぜか平成２６年は２，

４００万円なのに、平成２７年は８５０万円と下がっているの、ちょっと意味がわからな

いのですけれど。

このようないじめ対策についていろいろとやっておられますけれども、例えば、このス

クールカウンセラーを各学校に配置するとおっしゃいましたけれど、私が行ったときは、

２週間に１回、１時間しか相談できなかったのです。本当に早期に困ったときに親が相談

に行くこともできなかった。ですから、このいじめにしても不登校にしても、最初に芽を

摘まなければならないときにできなかったのです。今やっと各学校に、もちろん地元の教

育委員会と一緒にセットでやっておられるのでしょうけれども、現場に行って見たとき、

やはり建前だと。これ失礼だけれど、本当に建前だと。本当に子どもの立場になって、そ

の家庭の立場になってやっているかといったら、そうではないと思うのです。

特に問題なのは、指導力不足の先生方です。いろいろな方に対面しましたけれど、本当

に建前です。この原因は何かといったら、やはり教職員の採用に問題あるのではないかと

思うのです。教職員の皆さん方を採用するのは、以前からもっと民間の発想を入れなさい

と言いました。今は面接においても、民間人も登用されています。でも、今の先生方は、

何人もいろいろな方とお会いしますけれど、やはり指導力不足です。一般の常識に対応で

きないです。そういう意味では、教職の採用について現在取り組まれておりますけれども、

もっと本当の現実に即したような人材登用ということでお考えになっているのかどうかお

伺いしたいと思います。

○塩見教職員課長 教員の採用にあたって、現実に即したような採用をしているのか、ど

のような観点で採用しているのかというご質問かと思います。

県では、求める理想の教師像の１番に、使命感や情熱にあふれ、愛情を持って児童生徒

との信頼関係が築ける人を掲げております。経験と熱意のある人材の確保のため、本年度

実施の教員採用試験においては、３年以上の教諭等の経験を有する者については受験資格

の年齢制限を５０歳に引き上げました。さらに、現職の教諭等の受験者については、教職

経験特別選考を実施し、教養試験を免除し、教科専門試験と集団面接により、教員として

の職務を遂行するのにふさわしい人物の選考を行っています。また、２次試験では、面接

の配点を重くすることで、より人物重視の採用になるよう工夫しております。

学校現場にはさまざまな課題を抱えた児童生徒が在籍しています。委員がお述べのよう

に、いじめ、不登校の問題をはじめ、初期対応は多くの事象で重要視されており、教員の
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資質、能力の育成及び資質のある教員の採用は重要な問題と捉えています。教員採用にあ

たっては、今後も引き続き、行動力があり、教育に対する熱意と使命感にあふれた指導や

さまざまな教育課題に対応できる人材を確保できるよう努めてまいります。以上でござい

ます。

○粒谷委員 理想的なご答弁をありがとうございました。本当にそのとおりやってくださ

い。本当に使命感のある、情熱のある先生の登用をぜひお願いしたい。

それと、総務部長もおいでですし、副知事もおいでですけれど、行政の一番の責任は何

かと思ったら、子どもの育成が一番大事だと思うのです。道路やインフラならば、ちょっ

と辛抱することもできることがあるのです。でも、子どもの育成は、我々行政の中で、最

大の使命だと思うのです。まして、このようないじめや不登校で、悲しい現状が起こって

くる。これは何かと言えば、やはりお金なのです。もっとめり張りをつけた予算をつけて

あげなければいけないと思うのです。何も教育長から言われたわけではないけれど、予算

の配分は、決算を見て、来年にどうするのか言われるでしょうけれど、例えば教育のこの

分野について、５倍、１０倍つけても、議会は誰も反対しません。奈良県がいじめ、不登

校を撲滅するのだと。そのためにこれだけのスクールカウンセラーを入れるのだ。誰も反

対しません。これは、一つの真の施策だと思うのです。

そういう意味で、予算の配分について、去年が２，０００万円だからことし２，５００

万円とか、そんなちっぽけな話ではなく、思い切った予算を来年は配分すると。それで奈

良県は、全国でもまれないじめ対策、不登校対策を本当にやっていただきたいと思うので

す。これは、教育長、しっかりと副知事や、総務部長がうなずいていたから、予算要求し

なさい。構いません。我々議会は、誰も反対しないと思う。この予算を１０倍とっても、

誰も反対しません。だから、胸張って、これだけの予算が要りますと。そのかわり目標は

こうしますぐらい自信を持ってやってください。副知事、本当に肝に銘じてよろしくお願

いいたします。終わります。

○池田委員 それでは、質問させていただきます。

まず、地域振興部の所管で１点お尋ねしたいと思います。決算の概要を見せていただき

ましたら、奈良県の市町村財政健全化支援事業をされておられます。これは何かといいま

すと、高金利の地方債の繰り上げ償還に要する経費への貸し付けや補助をしているという

ことでございます。こちらにつきまして、その対象の市町村の数、それから起債の本数、

実際に市町村にとって金額的にどのようなメリットがあったのか、金額など詳しい数字を
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お示しいただきたいと思います。あわせて、このような支援を今後も継続してやっていか

れるおつもりなのかどうか、このあたりについてもお考えをお聞かせいただきたいと思い

ます。

○石井市町村振興課長 市町村財政健全化支援事業につきましてお答えをさせていただき

ます。

今、委員がお述べのとおり、この事業につきましては高金利の地方債の繰り上げ償還を

促すために実施しているものでございます。制度の具体的な内容といたしましては、市町

村が有します年利３％以上の繰り上げ償還時の残債の償還期間が５年以上の地方債を対象

としております。その地方債につきまして、繰り上げ償還をいたします元金及び繰り上げ

償還に際しまして必要となります補償金につきまして、無利子貸し付けを実施させていた

だいております。また、財政力指数が０．７未満の市町村に対しましては、地方債の繰り

上げ償還に際しまして必要となる補償金に対して、財政力指数に応じて補助を実施させて

いただいたものでございます。

事業の対象といたしました地方債の数は、計で１４３本でございます。２２町村に対し

まして、無利子貸し付けを４４億２，０１０万円、また、２５の市町村に対しまして、補

償金に係ります補助を２億２，８４０万円実施させていただきました。

本事業によります市町村のメリットといたしましては、前倒しして繰り上げ償還をする

ことによる利子の軽減額、また、県が補償金を支援したということで、合わせて２億４，

０００万の負担軽減のメリットがあったものと考えております。

なお、今後の取り組みにつきましては、平成２７年度は、市町村公営企業が有します公

金の地方債の繰り上げ償還に対しまして、市町村の普通会計が支援する際に必要となる経

費への貸し付け及び補助を実施する新たな支援制度を実施させていただく予定でございま

す。以上でございます。

○池田委員 ありがとうございます。

県下の市町村において、まだまだ高い利率で借り入れが残っているというのが随分ござ

いました。それを、県として支援していこうという取り組みは大変評価ができると思いま

す。願わくば、少し前であれば、その補償金が免除という時代もあったように記憶をして

おりましたので、もう少しこういった施策が県としてもサポートしていただければ、より

多くの市町村にとってはメリットが出てきたのかと思いますけれども、いずれにしても、

今、ご答弁をいただきました財政的なメリットが出ていることは間違いございませんので、
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このような取り組み、今後は公営企業に対して行っていくということでございます。これ

も奈良モデルの一環と理解しておりますけれども、ぜひ市町村の取り組み、あるいは厳し

い状況を県としてもしっかりと支えてあげていただきたいと思います。よろしくお願いい

たします。

続きまして、水道局に３点ご質問をさせていただきたいと思います。

現在、水道施設の稼働率について、どれぐらいなのかお答えいただきたいと思います。

○浅田水道局業務課長 県営水道の最大施設稼働率なのですが、平成２６年度実績で５１．

９％となっております。これは、府県が経営する水道用水供給事業の全国平均７３．１％

に比べて、低い状況となっております。

○池田委員 水道施設の稼働率が随分と低いと。５１．９％。全国平均が７３．１％と今

おっしゃったかと思います。少し言葉が悪いですが、半分休んでいる、遊んでいると。こ

ういうことは、大変ロスが多いということにもなりますし、一方で、その分の施設整備に

おける借り入れの償還も当然毎年発生しているわけで、この稼働率をしっかり上げていく

ということが重要かと思いますが、今後、この稼働率向上に向けた取り組みについて、ど

のようなことを今、水道局としてお考えなのかをお聞かせいただきたいと思います。

○浅田水道局業務課長 県営水道では、施設の有効活用に対する取り組みといたしまして、

浄水場の更新や技術力の確保といった市町村の負担を軽減する目的で、水道資産の最適化

を目指す圏域水道ファシリティーマネジメントの一環として、市町村の水道水源の県水転

換を進めているところです。県水転換は、平成２４年度の広陵町が最初でございまして、

現在協議中の市町も合わせますと、この広陵町も含めて４市７町が県水転換を行う予定で

す。

また、県営水道の給水量が現在、減少の傾向にありますが、この県水転換によりまして、

平成３２年度の年間給水量は、平成２６年度の給水量に比べて約７００万トン増加の８，

４００万トンになると予測しております。県水占有率も５０％強から５６％まで上昇いた

しまして、県水１００％の市町村も、現在の６市町村から１４市町村まで増加すると考え

ております。その結果、県営水道の施設稼働率も５％から１０％は上昇すると見込んでお

ります。以上でございます。

○池田委員 今、お述べのように、市町村に対して県水への転換を促していると。これは、

市町村にとってもメリットのある話でございますし、今申しました施設の稼働率を上げて

いく、県水をしっかり使っていただくという意味では、大変お互いにメリットのある話だ
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ろうと思いますので、ぜひ進めていただきたいと思っております。

いずれにしても、近年は人口減少であったりとか、節水意識が広がっているということ

もあって、県水の需要といいますか、水道の需要ですが伸び悩んでいると言われておりま

す。現在は水道局としても健全経営をしっかりやっていただいておりますけれども、さら

に企業として経営努力をしていただきたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたし

ます。

もう１点、水道局に対してです。これも経営にかかわって、大きな要素になるかと思い

ますが、企業債の借り入れについてでございます。

現在、どういった機関からどれぐらいの利率で借りておられるのか。高い金利の借り入

れが残っていないのかどうか。このあたりについて確認をしたいと思いますので、現状ど

のようになっているかお聞かせいただきたいと思います。

○郡水道局総務課長 企業債の借り入れについてお答えいたします。

平成２６年度の企業債の借り入れ状況は、借入額が５億１，２００万円で、全額、財務

省の財政投融資資金から借りております。借り入れ条件は、償還期間が３０年、元金の据

置期間が５年で、利率が年利１．２％の固定の利率となっております。平成２６年度末現

在の企業債の未償還残高は４３３億２，７００万円となっておりまして、年間の料金収入

の４倍を超える有利子負債を抱えている状況であります。借入先の内訳につきましては、

先ほど申しました財政投融資資金が１７２億２，８００万円、地方公共団体金融機構が２

２４億５００万円、民間金融機関が３６億９，４００万円で、９１．４％が公的資金で占

められております。未償還残高の平均利率は、年２．２７％で、バブル期に借り入れた分、

これが４％台の分が若干残っているため、平均を押し上げている状況であります。なお、

水道局では、公的資金補償金免除繰り上げ償還制度を活用いたしまして、平成１９年度か

ら平成２１年度にかけて、年利５％以上の公的資金の総額２１０億８，９００万円を繰り

上げ償還して、低利の資金に借りかえを行っております。以上でございます。

○池田委員 ありがとうございます。

午前中もこの借入利率の話をしていたのですけれども、今、ご答弁を聞かせていただく

と、企業としてしっかりと、借りかえも含めて、もう既にやっておられるということで、

今後、このような姿勢でもって、引き続き水道局の健全経営に向けてご努力いただくこと

をお願いしておきたいと思います。

最後に教育委員会に対して、少し細かく数が多いのですが、よろしくお願いいたします。
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まず、子どもの学力についてです。小・中学校において、現在、子どもたちの学力はど

のような状況にあるのか。例えば、全国的に見てどうなのか、奈良県の強いところや弱い

ところ、足りないところ、そういった特徴などもあればお示しいただきたいと思います。

○大西学校教育課長 本県の小・中学生の学力について申し上げます。

本年度の全国学力・学習状況調査の結果から、本県の児童生徒は、主として知識に関す

る問題、Ａ問題につきましては、小・中学校の国語、算数、数学ともに、全国平均正答率

を上回っておりますが、活用に関する問題というＢ問題につきましては、中学校の数学以

外は全国平均を下回り、活用力に課題が見られます。また、今回実施されました理科の学

力調査結果は、小・中学校とも全国平均を下回っております。

活用に関するＢ問題の平均正答率を学校ごとに見ますと、みずから課題を設定し、その

解決に向けて話し合い、まとめ、表現する学習をよく行っていると回答した学校は、そう

でない学校よりも、小学校では２．４ポイント、中学校では５．７ポイント高いことがわ

かっております。このことから、児童生徒が主体的に課題解決を図る活動を取り入れた授

業が活用力を高める上で有効であると考えておりまして、今後はこうした授業の具体的な

展開について考えてまいりたいと思っております。以上です。

○池田委員 奈良県のご家庭においては、非常に教育熱心だと言われておりますし、私も

そう感じております。先ほど粒谷委員もおっしゃいましたけれども、やはり公教育、公立

学校に対する期待の一方で不安など、あるいは、場合によっては信頼を損ねるような事例

も散見されます。このことはもう教育委員会も十分理解し、把握もされていると思います

が、この公立学校に対する、特に小・中学校、義務教育における、しっかりとした教育を

提供すると。学力もそうでございますが、この後にほかの質問をさせていただきますけれ

ども、しっかり学力を持った子どもたちを育てていくという取り組みをぜひやっていただ

きたいと思いますし、先ほど出ておりましたいろいろな傾向、特徴がある中で、弱いとこ

ろ、足りないところ、これもしっかり克服できるように取り組んでいただきたいと思って

おります。

次に、規範意識の問題です。こちらも規範意識が低いと言われて久しいわけでございま

すが、現状どのようになっているのでしょうか。また、規範意識が高い子どもを育ててい

くために、教育委員会として取り組んでおられることについてお聞かせください。またあ

わせて、今度は体力、運動能力です。子どもたちの体力も昔に比べると随分落ちていると

言われております。この子どもたちの体力、運動能力についての現状、それと今後の取り
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組みについてあわせてお聞かせいただきたいと思います。

○西上生徒指導支援室長 本県の子どもの規範意識の現状、また取り組みについてお答え

いたします。

子どもの規範意識については、全国学力・学習状況調査の児童生徒質問紙調査に、規範

意識に関する調査項目といたしまして、学校の決まり、規則を守っている、人の気持ちが

わかる人間になりたいと思う、いじめはどんな理由があってもいけないことだと思う、人

の役に立つ人間になりたいと思うという４つの項目を文部科学省が設定しております。こ

の４つの項目について、肯定的な回答をした本県児童生徒の割合は、経年で見ますと、お

おむね改善傾向にあります。しかし、全国平均に比べますと、小学校では、学校の決まり

を守っている、人の気持ちがわかる人間になりたいと思うという項目で、また中学校では、

その４つの全ての項目で全国平均を下回っており、課題であると認識しております。

県教育委員会では、学校でのさまざまな教育活動を通じてルールを守ることの大切さを

教えるとともに、思いやりの心、公共心などを育む取り組みを行っております。また、児

童生徒がさまざまな人とかかわり、さまざまな体験を通して規範意識を身につけることも

重要であると考え、家庭や地域と連携した取り組みを進めているところでございます。具

体的な取り組みの一例としまして、小・中学校の児童生徒が同じ地域に立地する高等学校

の生徒と共同して、地域の住民の方と交流もしながら地域貢献活動などに取り組む小・

中・高校生規範意識醸成事業を昨年度から実施しております。この活動を通して、地域社

会の一員としての自覚を深めるとともに、自己有用感を高め、また規範意識の醸成につな

げたいと考えております。昨年度は、県内１１の地域をモデル地域として実施し、本年度

はそれをさらに１５地域に拡大して実施しているところでございます。以上です。

○沼田保健体育課長 子どもの体力についてお答えさせていただきます。

文部科学省が平成２０年度から実施しております全国体力・運動能力、運動習慣等調査

におきまして、平成２０年度の奈良県の順位は、小学生が男女総合で４１位、中学生が残

念ながら４７位という全国的に低位な状況にございました。このことを受けまして、平成

２１年２月に、県教委といたしまして、体力の向上に向けた取り組みの３つの柱を示しま

した。１つが全ての学校で体力テストを実施すること。２つ目が毎日運動する習慣を確立

すること。３つ目が体力向上推進計画をそれぞれの学校で樹立すること。このことを市町

村教育委員会を通じて学校に通知をいたしました。

具体的な取り組みといたしましては、教員の資質向上を図るための研修会や学校への指
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導主事訪問、学校の実態に応じて特色ある運動に取り組む１校１運動の推進、児童が仲間

とともに挑戦できる運動を県のホームページに紹介、児童が日ごろの運動の取り組みの成

果を発揮する場として陸上や水泳記録会等の開催、児童の外遊びの環境を整えるための小

学校運動場芝生化事業、こういった支援を行ってまいりました。このような取り組みや児

童生徒の頑張り、そして保護者や地域の方々のご支援をいただきながら、昨年１１月に公

表されました平成２６年度の文部科学省全国体力・運動能力、運動習慣等調査では、小学

生が男女総合で２５位、中学生が２３位と、平成２０年度の低位な状況から着実に向上し

てきております。県教委といたしましては、引き続き小・中学生への体力向上に取り組み

ますとともに、神経系の発達が著しい幼少期に多様な動きの経験や運動習慣を身につけさ

せることが児童生徒の体力の基礎となることから、親子運動遊び教室の開催、さまざまな

運動遊びを紹介する県作成のＤＶＤ教材を活用した指導者研修会、こういった取り組みの

充実を一層図ってまいりたいと考えております。以上でございます。

○池田委員 ありがとうございます。

先ほどの学力とともに、私が思うのは、健全な子どもというのは知育、それから徳育、

体育と昔から言いますけれども、この３つがバランスよく備わっているのが健全であると

思います。ぜひ奈良県の子どもたち、知育、徳育、体育の３つのバランスがとれた子ども

たちをしっかりと学校現場においても、地域また家庭のご協力をいただきながら育ててい

ただきたいと思います。実際、成果も上がってきているというご答弁もございましたので、

この取り組みをぜひ継続していただいて、奈良県においてぜひ子育てをしたいと思ってい

ただけるような取り組みをご努力いただきますようにお願いをしておきたいと思います。

次に、先ほど粒谷委員からもお話が出ました、いじめと不登校についてでございます。

このいじめ、不登校の対策として、決算の概要書を見させていただきますと、あすなろ

ダイヤルを開設をしておられ、延べ１，９４１回対応したということでございます。それ

ぞれの案件について、ご家庭や学校との連携、それから市町村の教育委員会との連携、情

報共有が不可欠だと考えておりますが、このあたりどのようになっているのかお聞かせい

ただきたいと思います。

また、あわせて、これはあってはならないことでございますが、先ほども指摘がありま

した自殺対策です。児童生徒の自殺対策事業について、これも取り組みをされているとい

うことで決算の報告書には出ておりますけれども、延べ何件くらい相談があって、どのよ

うな対応をしたのか、このあたりについてもお聞かせいただきたいと思います。また、そ
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の傾向として、増加傾向にあるのか、あるいは横ばいなのか、むしろ減少傾向にあるのか、

そのあたりについてもお聞かせいただきたいと思います。

○堀川教育研究所副所長 委員がご質問のあすなろダイヤルについてお答えしたいと思い

ます。

教育研修所におきましては、電話教育相談あすなろダイヤルを開設いたしておりまして、

平日は午前９時から午後９時まで、土曜日、日曜日、そして祝日に関しましては、午前９

時から午後７時まで、学校生活や子育て、家庭生活での悩みなどにつきまして、児童生徒、

保護者等の相談を受け付けております。それ以外の時間帯におきましては、奈良いのちの

電話協会の協力を得まして、１年を通して２４時間対応できる仕組みを整備しているとこ

ろでございます。

電話教育相談に関しましては、相談者の都合に合わせて相談できるような状況でござい

ます。そして、相談者が匿名で気軽に利用できる相談となっております。平成２６年度の

相談件数は、先ほどお述べいただきました１，９４１件でございます。そのうち不登校や

学校生活に関するもの、子育てや家庭生活に関する内容のものが大部分を占めております。

電話教育相談におきましては、相談者の不安や悩みを傾聴しまして、共感を示し、安心

していただくとともに、相談者みずからが自身の問題を解決しようとする力を見出してい

くことができますようサポートしている状況でございます。そうしたことから、電話相談

をいただいておりますケースの多くは、相談の中での心の安定を取り戻されるなど、一定

の解決を見ておりますけれども、専門的な支援を要する相談におきましては、適切な支援

機関や医療機関を紹介させていただきまして、中でもいじめや虐待などの緊急性を伴う相

談に対しては、できる限り学校名、氏名等をお聞きできるように配慮しながら傾聴しまし

て、学校やこども家庭相談センターなどの関係機関に連絡するなど、早期対応できるよう

努めております。

また、不登校など、長期的な支援を要する相談に関しましては、教育研究所の来所、教

育相談へつなぐなど、相談内容に応じて適切に対応しております。

今後も電話相談員のスキルの向上と相談関係機関との連携強化を図りまして、より効果

的な電話相談対応ができますよう努めてまいりたいと考えております。以上です。

○西上生徒指導支援室長 児童生徒の自殺予防対策についてお答えいたします。

その一つとして、メール相談窓口を平成２３年度より悩みならメールの名称をもって開

設しております。これは、生徒が学校などでは相談しにくい悩みを携帯電話等から気軽に
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相談できるようにメール窓口を開設して、臨床心理士あるいはソーシャルワーカーといっ

た資格を持つ相談員が生徒の悩みに適切なアドバイスを与えております。また、相談内容

によっては、学校や関係機関と連携するなど、悩みを持つ生徒に機動的な支援に努めてい

るところでございます。なお、平成２４年度から毎年そのメール相談窓口を周知するため

に、広報カードを県内国公私立全ての中学生、高校生に配布しております。

相談件数の傾向ですが、開始しました平成２３年度は９５人、５２８件、また広報カー

ドを配布しました平成２４年度は２２１人、６４５件と大幅に増となりました。しかし、

平成２５年度は９６人、６１９件、また昨年度、平成２６年度は７２人、２７４件と減少

傾向にございます。以上です。

○池田委員 ありがとうございます。

先ほども粒谷委員が大変厳しいご指摘をいただきましたけれども、教育委員会としてし

っかりと関係機関、また関係者と連携を図りながら、いじめゼロ、それからいじめ撲滅、

いじめのない社会をぜひつくるために努力をいただきたいと思いますし、そうすることに

よって、児童生徒がみずから命を絶つというようなことがなくなる奈良県を、社会をぜひ

つくっていただきたいと思います。

今、自殺対策のこの事業について、ここ２年間は相談人数、相談件数が随分減っている

ということでございます。これについて、今、議論をしても、多分答えは出てこないのだ

ろうと思いますので、しっかりと中身、あるいは今後これを生かせるように検証していた

だいて、改善が必要ならば改善をしていただいて、よりよいものにして、子どもたちが相

談できるように体制をつくっていただきたいと思います。

あわせて、相談をできる子どもたちはまだ救えるというか、大丈夫だと思うのですが、

相談すらできない。例えばご家庭でも悩んでいたことを知らなかったとか、いじめがあっ

たこと、いじめられていることを知らなかったというようなことも、ついこの間も他の県

でございましたけれども、こういった子どもたちにも、何かしらのアプローチができたら

と思っております。これはもう教育委員会だけの問題ではなくて、社会全体として取り組

んでいかなければならない問題だと思いますので、私もしっかり勉強しながら取り組んで

いけたらと思いますので、今後ともよろしくお願い申し上げます。

最後になりますが、こちらも先ほど少し出ておりましたけれども、スクールカウンセラ

ーの配置についてです。全ての中学校においてスクールカウンセラーを配置をしていただ

きたいと思っているのですが、このあたりについて県教委の現状、またお考えです、先ほ
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ども粒谷委員から、予算を何倍増もして整備をしてほしいというご意見もございましたけ

れども、県教委としてどのようにお考えなのかお示しいただきたいと思います。

○西上生徒指導支援室長 スクールカウンセラーの配置状況についてご説明申し上げます。

平成２７年度は、国の補助事業を活用しまして、スクールカウンセラーを県内全ての公

立中学校に配置し、同時に校区内の小学校からの相談にも対応しているところです。また、

県立高等学校に対しても、さまざまな事業を活用しながら１１校に配置し、近隣の県立学

校からの相談にも応じております。加えて、小学校に対しましては、児童相談員として教

職経験者や地域の教育に熱意のある方を採用しまして、県内の２０校の小学校に相談員を

配置し、委員がお述べの子どもたちのさまざまな変化を先生方とともにできるだけ早く発

見し対応できるよう努めているところでございます。以上でございます。

○池田委員 ありがとうございます。

ようやくスクールカウンセラーが全中学校に配置ができたということで、大変うれしく

思います。今後、国のお金を活用してということでございますが、この制度がいつまで続

くかわかりませんので、その場合は県でしっかりと後退することがないようにやっていた

だきたいと思いますし、中学校を拠点に校区内の、あるいは近隣の小学校との連携という

ものも非常に大事だと思います。そういった仕組みが今ようやくできたということでござ

います。今後、このような取り組みも子どもたちにとっては非常に重要だと思いますので、

引き続きご努力いただくことをお願いいたしまして、質問を終わりたいと思います。あり

がとうございました。

○太田委員 それでは、質問をさせていただきます。

まず、第１点目、地域振興部についてですけれども、「主要施策の成果に関する報告

書」の２７ページには市町村税税収確保連携事業、このような項目がございます。ここで

は、県と市町村が協働・連携して市町村税の徴収強化を推進する、このように書かれてお

りますけれども、具体的にどのような取り組みをされているのか、その点についてまずお

伺いしたいと思います。

○石井市町村振興課長 市町村税税収確保連携事業につきまして、ご説明申し上げます。

午前中の委員会でも、税務課が若干同様の回答をしておりますので、かぶる点があると思

いますが、ご容赦願いたいと思います。

市町村税税収確保連携事業といたしましては、今年度は県職員の派遣を希望する市町村

へ派遣、また、県への派遣を希望いたします市町村職員を県に受け入れるという常駐派遣、
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並びに１カ月に数回、県職員の派遣を希望する市町村へ派遣する随時派遣をまず実施させ

ていただいております。

常駐派遣では、県職員を天理市に２名、大和高田市及び香芝市へ１名ずつ派遣し、市職

員とともに市町村税の滞納整理を実施しているところでございます。特に大和高田市及び

香芝市における協働徴収では、両市の職員と３名１組で構成する協働徴収チームを２チー

ム編成し、滞納整理を実施させていただいております。

一方、奈良県税事務所では、天理市職員を通年で１名、中南和県税事務所では大和高田

市及び香芝市の職員を半年ずつ交代で受け入れ、滞納整理技術を習得中であるところでご

ざいます。具体的な取り組み内容といたしましては、高額徴収困難案件につきまして、財

産調査を行い、換価可能な預貯金などを中心とした差し押さえや公売及び市町村単独では

実施が困難な捜索を実施しているところでございます。このほか、奈良県税事務所及び中

南和県税事務所から県職員を県内の９市町村に派遣する随時派遣におきましても、派遣希

望もとの市町村の職員とともに市町村税の滞納整理を実施しているところでございます。

以上でございます。

○太田委員 この取り組みの中では、市町村に対して、徴収率を公表してプレッシャーを

かけていくという手法もやられているのではないかと思います。私のところには、税金が

払えなくて困ったという相談もよくお聞きしておりまして、例えば大和高田市では、以前

は延滞金などは徴収をされておりませんでしたが、現在ではそれもしっかり徴収されると

いうことで、それもまた大きな負担となっております。もう一つは、この税の徴収という

のが、市税だけではなくて、国保税も一緒に徴収をするという状況になっていまして、滞

納したら、あとは国保税ではなくって、長期にわたると収納対策室といった一体的に税の

収納を求めるようなところが窓口になる。こういう状況になったときに、ある方が、入院

されて、その際には保険証を発行しなければならないにもかかわらず、それがされなかっ

たという、こんな事案もありました。

この徴収の強化については、まず第一に納税意識を皆さんに高める取り組みということ

と、丁寧な対応をぜひ求めていきたいと思っておりますけれども、その点についてどのよ

うにお考えなのかお伺いしたいと思います。

○石井市町村振興課長 市町村で徴収や、また滞納整理を進めるにあたりましては、滞納

者の資力や財産に介して調査をいたしまして、納税能力があるにもかかわらず納付しない

悪質な滞納者に対しましては、財産を差し押さえなどの厳正な対応をしていく必要がある
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とまず考えております。しかし、一方で、納税意思はあるものの、納税者がその財産につ

き、震災や風水害等々の災害を受け、また盗難に遭ったり、事業について著しく損失を受

けたりした場合など、一定の事由がある場合においては、地方税法で定められている徴収

猶予や換価の猶予などの規定を適切に運用いたしまして、徴収を一時猶予したり、税の分

納を認めるなど、納税者の実情に応じた対応を行っているところでございます。また、こ

れらの対応のほか、滞納処分をすることができる財産がない、生活を窮迫されるおそれが

ある、滞納者の所在また財産がともに不明の場合は、滞納処分を停止する措置があるとこ

ろでございます。

以上の対応を、県はじめ市町村におきまして、税法の規定に基づき実施しているところ

でございまして、税法の規定に基づいた適切な対応に努めてまいりたいと考えております。

以上でございます。

○太田委員 ご答弁ありがとうございました。

丁寧な対応もしていただくということなのですけれども、市民の方が滞納をしてこうい

う窓口に行きますと、相談には乗ってくれ、分納にも応じてくれるのですけれども、分納

誓約書にサインをしなければならないということで、それが守れずに、また足が遠のくと

いうこともよくあるケースではないかと認識しております。そういう個々の事情もありま

すので、より一層丁寧な対応を求めていきたいと思っております。

次に、教育委員会に３点質問をしたいと思いますけれども、まず１点目は、不登校児童

に対する支援ということで、これは先ほど来、委員さからスクールカウンセラーについて

はお話がありました。私からは、不登校対策のための特別教室というものが幾つかの市町

村によって取り組みが行われているかと思いますけれども、不登校の子どもたちが、学校

には行けないけれども、このような特別教室なら通うことができるということでご利用さ

れているかと思いますけれども、その状況についてまずお伺いしたいと思います。

○堀川教育研究所副所長 委員がお述べの適応指導教室におけます特別教室についてお答

えいたします。

本県では、現在１２市と１町に適応指導教室が設置されている状況でございます。県教

育委員会では、適応指導教室の中に特別教室を設置しまして、不登校状態にある中学生の

学力を充実させ進学状況の改善を図るために、平成２２年度から３年間、特別教室設置モ

デル事業を奈良市と大和高田市に委託しまして、将来の社会的自立を支援していく仕組み

づくりに取り組みました。平成２５年におきましては、モデル事業の成果をリーフレット
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にまとめまして、県内の中学校や関係機関に配付するとともに、市町村の教育相談担当者

を対象に事業の報告会を開催しまして、適応指導教室のより効果的な運営について協議い

たしました。そうした中で、このモデル事業の成果をもとにしまして、天理市、五條市に

おきましても特別教室を設置しまして、生徒の学習支援の充実を図っていただいていると

ころでございます。さらに、平成２６年度からは、適応指導教室担当者連絡会を新たに立

ち上げまして、県内の適応指導教室の担当者が一堂に会して情報交換を行いまして、適応

指導教室における支援の強化を図るとともに、特別教室で蓄積された学習支援を充実する

ためのスキルを広めているところでございます。その中で、平成２６年度におきましては、

天理市に実践報告をしていただくとともに、本年度は五條市が報告される予定となってお

ります。

また、本連絡会におきましては、適応指導教室が未設置の町村に対しても参加を促しま

して、設置を推奨するとともに、教育相談活動の充実に向けた支援に努めているところで

ございます。以上です。

○太田委員 ご答弁ありがとうございました。

不登校児童対策のための特別教室なのですけれども、こちらに何度か伺わせていただき

まして、元校長先生だったＯＢの先生方や、あるいは現場で働いていた先生がここに入っ

て不登校の子どもたちの支援にあたっている、こういう取り組みを見させていただきまし

た。先日、中学校で運動会があったのですけれども、なかなか学校に来ることのできない

子どもがカメラマンとしてこの運動会に参加するという形だったら学校に来ることができ

るということで、大和高田市でいえば、かたらい教室なのですけれども、その先生方が現

場に足を運んでその子どもを見守ると、こういう姿を見まして、非常にありがたいと。こ

ういう取り組みをもっと広げていただきたいと思っております。県としては、今１２市と

大淀町で連絡会議も開いて、大いに広げていきたいということでございました。まだ予算

という点では、十分ついていないと思いますけれども、しっかり成果が上がっている取り

組みでありますので、そういった点でも支援をしていただきたいと思っております。

それと、スクールカウンセラーなのですけれども、先ほどの池田委員からの質問の中で、

全ての中学校にスクールカウンセラーを配置されると、これは新たに一歩踏み出していた

だいたということなのですけれども、お聞きをしますと、１５０名以上の中学校には月２

回、１５０名未満の場合は月１回先生が配置されて、そこから小学校にも行かれるという

ことでございます。ことしの夏には、香芝市で女児の連れ去り事件がありまして、お隣の
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大阪府寝屋川市では、男女の中学生が殺害されてしまうという痛ましい事件もあって、特

に隣の香芝市などからは、スクールカウンセラーを、もっと充実してほしいという要望も

聞いております。今回、充実をされるということでございますけれども、現場の声なども

聞きながら、さらなる充実などにも努めていただきたいと思っております。

それで、次に発達障害を持っていらっしゃる子どもについての質問をしたいと思います。

発達障害のある子どもにつきましては、現在、通学している学校に籍を置いたまま必要

な時間だけ通って指導を受ける通級学級、奈良県ではステップ教室と呼ばれるということ

で取り組みがされておりますけれども、この通級学級について、今、奈良県でどのように

取り組みをされているのかお伺いします。

○塩見教職員課長 発達障害のある児童生徒の通級学級についてのご質問でございます。

通級指導教室につきましては、市町村教育委員会から開設の要望を受けた上、県が国に

加配定数要求し、その加配を活用して市町村が開設を行っているところです。県としては、

教室数の増に向け、継続して国に対し加配定数の配分増の要求をしています。平成２７年

度も、市町村からの要望を受け、国に増要求をしたところ、加配定数は２名ふえて、新た

に橿原市と桜井市の小学校に２校、２教室を開設することができ、市町村からの新規開設

の要望を全てかなえることができました。

通級指導教室は、多くの市町で開設していただいているところでございますが、開設し

ていない市町村については、他校の通級指導教室に通うことで、保護者のニーズに極力応

えられるように開設市町村に受け入れの協力をお願いしているところでございます。

また、教員の複数配置につきましては、近年、通級指導のニーズが急速に高まっており、

在籍児童生徒数も増加している現状、小・中学校での増設を求める声も聞いているとこで

ございます。県といたしましても、市町村の意向を反映できるよう、必要な加配定数を確

保するために、国に対して積極的に要求してまいります。以上でございます。

○太田委員 ありがとうございました。

新たに桜井市と橿原市でも通級指導教室を開設をされるということでございますので、

これもぜひ大いに進めていただきたいと思います。

現在、恐らく多くの通級学級では、定員以上の申し込みがあるところも多くあるかと思

います。他の市町村の子どもが行きたいと思っても、行く条件は厳しいのではないかと思

いますので、ぜひ全市町村にこれを広げていただきたいということと、今、配置されてい

るところも、恐らく指導教員は１名配置が基本になっているのではないかと思います。お
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話を聞きしますと、やはり複数で対応にあたりたいとか、今、小学校で主にこういう取り

組みがされているけれども、中学校になりますと、今、葛城市だけになるのですか。葛城

市の１校ということでございますので、小学校のときに一生懸命指導をしても、中学校に

上がりますとなかなか普通教室になじめないと、こんなお話なども聞いておりますので、

ぜひこれらの点についての充実についても今後求めていきたいと思っております。

最後に、中学校給食について質問をいたします。

県内の中学校の完全給食未実施のところは、まだ幾つか残っているかと思いますけれど

も、現段階においては、未実施のところにおいても、全て中学校給食は実施するという方

向性が多分示されていると思いますけれども、現在、県内における中学校給食未実施の学

校の取り組みについてお伺いいたします。

○沼田保健体育課長 中学校給食についてお答えいたします。

現在、県内の公立中学校１０４校のうち、学校給食を実施しております学校は８２校で

ございます。今年度中には奈良市の５校が学校給食を実施する予定をしているところでご

ざいます。また、平成２８年度には、奈良市５校、香芝市４校、広陵町２校で実施され、

あと残ります、委員地元の大和高田市と田原本町でも現在、学校給食を実施する計画をさ

れているところでございます。

大和高田市の給食施設建設に係る国庫補助につきまして、平成２８年度の建設計画とし

て文部科学省へ既に報告済みでございまして、県としても国庫補助の採択に向けて働きか

けをしているところでございます。今後も計画される県内全ての学校給食施設の建設が円

滑に実施されますよう、引き続き文部科学省等に要請をしてまいりたいと思っております。

以上でございます。

○太田委員 ご答弁ありがとうございました。

先ほど大和高田市のことを取り上げていただきまして、ありがとうございます。大和高

田市では平成２９年度から、中学校３校ありますけれども、同時に中学校給食を自校方式

で開始をする予定をしているのですけれども、それに伴いまして、平成２８年度に事業総

額約４億５，４００万円の学校給食の施設整備事業が計画されているということなのです。

しかし、この文部科学省から奈良県教育委員会を通じて、国庫補助の全体規模が小さくて

事業採択は極めて厳しい、採択されない可能性もあり得ると、こんな話も聞いているとい

うことで、現地からは非常に心配される声が届いております。改めて、奈良県としても国

に、これから中学校給食を進めるにあたりまして、予算がしっかりとついて、そして県内
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全ての中学校におきまして、中学校給食が取り組まれることをぜひ進めていく、そのため

に県としてもしっかりと役割を果たしていただきたいということを求めまして質問を終わ

ります。以上です。

○安井委員 地域振興部のムジークフェストについて少し聞いてみたいと思います。

ムジークフェストは、文字どおり文化の振興、向上を図るということで、その文化の向

上による、文化の力で奈良を元気にしようという、高い目標とそのキャッチフレーズを掲

げて平成２４年度から実施されてきた事業であると思っております。ことしもかなり人気

が高うございまして、昨年度は８万３，０００人からことしは１０万人超えたということ

で、非常に県民の方から高い評価が得られている。こんな費用対効果を申し上げるまでも

なく、年々、興行を拡大していることについて知事の筆頭施策として評価が高いものと思

います。文化振興について、このムジークフェストは、特にこの３年間で来客者数もふえ

たということですけれども、やはり経済的な効果がそこに見出せないかと期待するもので

ございます。例えば、宿泊者数がそのことによってオフシーズンである観光地において増

加したとか、あるいは買い物客に関して効果が出たとか、そういった波及的な経済効果を

あわせてはかりし得るものではないかと思うのですが、その点、効果的なものは何であっ

たのか、実態についてお答えいただきたいと思います。特に、誘客数がそれだけふえてい

るということは、県民に音楽を通じて文化の力を与えていくという狙いもよかったのでは

ないかと思うのですが、特に経済的な波及効果について、効果があればどういう効果があ

ったのかお答えいただきたいと思います。

○辻本文化振興課長 ムジークフェストならの経済効果につきまして、お答えさせていた

だきます。

今回で４回目を迎えましたムジークフェストならにつきましては、来場者数が年々増加

いたしまして、本県の文化振興はもとより、梅雨時の観光オフシーズン期の誘客対策とし

ても定着してまいりました。今年度につきましては、約１０万７，０００人の方が県内の

社寺や美術館、ホール、町なかのカフェやレストランでコンサートを楽しんでいただきま

した。ドイツのビール祭り、オクトーバーフェストや県立美術館の特別展といった関連イ

ベントを含めますと約１４万人の来場者で、昨年度より約２万人増加しております。特に、

奈良公園春日野園地で実施いたしました沖縄音楽の公演につきましては、来場者アンケー

トの結果、約６割の方が県外から来場されるなど、県外からの誘客に効果的であったと出

ております。
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開催地域につきましては、昨年度より中南和地域への拡大を図りまして、同地域への誘

客にもつなげています。結果といたしまして、会場数につきましては、昨年の１１３会場

から１３７会場に増加、開催市町村につきましては、昨年度の１６市町村から２１市町村

への増加をいたしました。先ほど委員からお尋ねの宿泊数、買い物による増加という経済

効果につきましては、申しわけございませんけれども、手持ちの資料がございません。た

だ、来場者数が増加したことによる経済効果等につきましては、その調査、分析を来場者

アンケートの調査とあわせまして帝塚山大学に現在依頼しているところでございます。そ

の結果につきましては、年明けには分析が終了すると聞いておりますので、出ましたらお

伝えさせていただきたいと思いますのと、調査結果につきまして、分析結果も含めまして、

来年度以降のムジークフェストならの運営に活用してまいりたいと思っております。以上

でございます。

○安井委員 わかりました。ただ、中南和地域へも拡大したということですが、どちらか

といえば、北部に集中した傾向があるのではないかと思っておりました。そのことによっ

て、特に北部では、春日野園地をはじめ、社寺で行われてきたというケースが多いですけ

れども、会場を設定するのに、これ以外の、例えば社寺以外でどういうところがあるのか

ということも検討しなければいけないのではないかと思います。誘客数が年々増加してい

るのと同時に、もう少し中南和地域へ拡大する意味で、社寺にこだわらず、どういうとこ

ろが候補地にふさわしいところなのか、適地があればご検討いただいて、もっと奈良県全

体に及ぼす効果を上げるために来年度どういう取り組みをされるのか、ご予定があれば検

討の見解をお尋ねします。

○辻本文化振興課長 現在、中南和地域も含め、市町村役場も巻き込んだ形で何かできな

いかということも含めて検討させていただいております。公共の文化施設等々、市町村に

ある分も含めまして、そこは優先的に使わせていただくような交渉も含めて、今後、いろ

いろなところでの開催を検討させていただきたいと思っております。以上でございます。

○安井委員 県民の意識が非常に高くなってきているということから、来年以降も盛会を

期待いたしておりますので、県民の期待に応えられるような十分な対応と施策をどんどん

進めていただきたいと要望いたしまして質問を終わります。

○荻田委員 私は、皆さんと同じような質問通告は一切しておりません。そこで、いろい

ろなやりとりの中で理事者も懇切丁寧にお答えをいただいておりますが、私に対しては、

わかる範囲で結構でございますから、ご答弁いただきたいと思います。
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まず、知事の重要な政策課題の一つでございます奈良モデルであります。いろいろな市

町村支援のあり方について、今日まで知事主導で政策を実行してまいられました。財政力

の弱いところを補填をしながらも、何とか３９市町村が頑張って元気な市町村運営をやっ

てくださいと、そんな思いで今日まで営々と頑張っていただいています。その中で、この

平成２６年度予算について、人口動態変化によって、２０１５年では奈良県の人口は１３

７万人口になると言われています。

これから先、２０４０年では、５０％以下になる市町村が１１町村に及ぶようでありま

す。だからこそ、地方創生をしっかり頑張っていただいて、ひと・まち・しごとという一

体的な好循環型の経済を立て直して、そして人口が張りついていくような政策展開をしな

くてはならない、このように思うし、知事もそうやっておいでになるだろうと思います。

平成２６年度予算の中で、３９市町村において人口がこういうことで非常に増大した、ふ

えてきたということがあればお教えをいただきたいし、平成２８年へ向けて、これからの

将来展望としてこういうことが実態として把握はできていない、そして人口増加を図って

いくためには、こんな施策を平成２６年度ではやりました、そういうことがあればご答弁

いただきたいと思うところであります。

それから２点目は、きょうの午前中に間違って質問をしたのですが、奈良県文化会館の

所管は、地域振興部だそうでございます。国からの交付金によります改修工事ということ

で、文化会館の練習室の改修工事をしようと、一昨年からおやりをいただきました。３度

にわたって入札が不調になっていると。この原因についてお聞かせください。

○石井市町村振興課長 荻田委員よりご質問ありました奈良モデル等々につきまして、ご

回答申し上げます。

奈良県では、委員がお述べのとおり、奈良モデルということで、県と市町村、市町村間

が連携、協働して、行政の効率化や地域の活力維持、向上を図る奈良県という地域にとっ

て最適な地方行政の仕組みということで積極的に進めているところでございます。その中

で、人口はどうふえたのかということですけれども、具体に人口がどうふえたという分析

は今できていないところではございますが、現在、各市町村におきましては、人口ビジョ

ン、委員からもご紹介ございましたが、これから先の人口減少社会を踏まえまして、各市

町村の人口ビジョンを、今年度中をめどに策定しているところでございます。そういう中

でいろいろ分析等も出てくるかと思います。その際には、我々としましてもいろいろ分析

をさせていただいて、ご報告することがあればさせていただきたいと考えているところで
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ございます。

平成２６年度の予算関係でどのようなことに取り組んだのかというようなこともご質問

でいただいているかと思いますけれども、平成２６年度は、国がまち・ひと・しごととい

うことで交付金を種々いただいております。１つは、地域活性化・地域住民等緊急交付金

が創成されまして、その中には、地域消費喚起・生活支援型と地方創生先行型ということ

で交付金を交付しております。地域消費喚起・生活支援型といいますのは、ほとんど国の

平成２６年度の補正予算でございましたので、各市町村では今年度の執行にほとんどなっ

ておりますけれども、プレミアム商品券等、各市町村でやっておられます。また、旅行券、

宿泊券という取り組みもされて消費喚起を促されているところでございます。

一方で、地方創生先行型ということで、子育て支援であったり、これから先の市町村の

課題に向けて、その地域の活性化を図るためにどういうことをしていくのかということで、

主に仕事づくり、交流促進、移住促進といったようなことに使う地方創生先行型の交付金

の活用事業もされているところでございます。

いずれにいたしましても、今年度中に市町村におきましては地方総合戦略ということで、

これからの市町村のあり方、またこれから将来像を見きわめて、どういう方向に進んでい

こうということを練られていく形でございます。その辺を我々としてはしっかりとサポー

トしていきたいと考えております。以上でございます。

○辻本文化振興課長 県文化会館の音楽練習室の３回の入札不調に対しましてお答えさせ

ていただきます。

県文化会館には、音楽に配慮した音楽専用練習室がないため、フルオーケストラ化した

県立ジュニアオーケストラや他の音楽関係団体等が練習できますように、地下１階の厨房

跡を利用して音楽専用練習室を整備する計画を立てたものでございます。

本工事に係る実施設計につきましては、平成２６年６月に発注させていただいて、９月

に完了しました。その設計を受けまして、１回目の入札につきましては、平成２６年度末

までを工期といたしまして、県内に本店のある業者を対象に平成２６年１１月に公告、１

２月２２日入札予定ということで行いましたが、技術提案までは１社の参加があったもの

の、資材調達のめどが立たないという理由で最終の応札までは至らず、不調となったもの

でございます。

１回目の入札不調を受けまして、平成２７年度に工事費を繰り越しの上、２回目の入札

に向けて設計業者とも協議の上、工期を６カ月に延長したのと、それに伴う工事費用の見
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直しを行いまして、平成２７年５月に２回目の入札公告を行い、７月３日に入札予定でご

ざいましたが、１回目と同様、技術提案までは１社の参加があったものの、工期が不足し

ているという理由で最終の応札まで至らず、不調となりました。

３回目の入札につきましては、参加業者から、音楽練習室での工事で必要な特殊部材、

ビルドエッジの製造に期間を要すということで工期不足という意見もいただいていたこと

から、再度、工期等につきまして設計業者と協議を行いました。設計業者からは、特殊部

材の製造業者に製造期間を確認いたしまして、また、会館営業中の工事も踏まえた上での

施工も見据えた中で、６カ月間の工期で竣工可能との意見をいただきまして、県としては

工期の変更は考えず、加えて、入札参加業者の対象を拡大するために、県内に営業所があ

る県外業者も参加できるようにするとともに、平成２７年５月２８日付で県土マネジメン

ト部の入札契約制度の改正に準じまして、金額１．５億円以上３億円未満の建築一式工事

につきましては、もともとＪＶしか申し込みできませんでしたが、ＪＶ及び企業単体での

参加を認めることといたしました。３回目の入札につきましては、平成２７年８月に公告、

９月２５日に入札の予定でございましたが、県内営業所まで参加条件も拡大したこともあ

り、技術提案は２社の参加がありましたが、それぞれから金額または工期が不足している

という意見がありまして、最終の応札までは至らなかったという経過がございます。

県といたしましては、本工事の３回の入札不調の事実を受けとめまして、今後、適切な

対応を検討してまいりたいと考えております。以上でございます。

○荻田委員 まず、今、文化振興課長からお答えをいただきました。３回の入札をやりな

がらも決定に至らずということになりました。これは、実施設計のあり方に問題があるの

ではないか。そして、その部材が３カ月ではなかなか調達し切れないというところがあっ

たように聞いています。

それから、もう１点は、この予算となる国の交付金が引き続いていただくことができる

のか、お答えください。

それから、地方創生に係ります市町村支援のあり方、特に人口増加に向けてどのような

取り組みをしているのかを聞きたかったのですが、なかなかいい答えが出てまいりません。

これは非常に残念なことです。市町村ともどもに、競争をしながらも元気な市町村支援を

やっていただけるように、県はそういった願いを込めて市町村支援のあり方を今日までや

ってきているのです。しかし、市町村は、それに甘んじていると。現状維持をしていると

しか見えないのです。
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２０４０年になれば消滅市町村が、随分出てまいります。特に町村は、今申し上げたよ

うに、１１町村が今の人口から５０％を切るだろうと言われています。厳しいところでは、

３割台のところがあります。財政力を高めるために何とかやってもらいたい、財政力指数

をうまく担保できるようにと、総務省からのいろいろな話があっておやりいただいている

ものだと思いますけれども、町村あるいは市が人口増加に向けてこういうような施策を講

じています、そして、こういう形で今、元気なまちづくり、むらづくりが進んでいます、

これをぜひとも知事を先頭に各部局長も副知事も、市町村にきちんとしたメニューを示す

べきだと思います。

このことについて、国からお越しをいただいている一松部長、私が申し上げた点につい

て、あなたは就任してまだ日は浅いですけれども、全国各地を回っておいでになると思う

のですが、あなたの経験した中で、こういうことをやればこれから人口も増加していくだ

ろうと、そんなことがあれば発言を求めたいと思います。以上。

○一松地域振興部長 まず最初の県文化会館の音楽専用練習室についてお答え申し上げま

す。

委員がご指摘のとおり、３回入札が不調になったわけではございますけれども、この原

因につきましては、さまざまなことがあり得ると思っております。その当時は、まさに建

設業界で資材、労務価格が上昇している局面でありましたし、あるいは、先ほど担当課長

からご説明しましたように、３回目の入札につきましては、金額が不足しているという理

由で最終的に不調になった社もいるわけでございまして、１つになかなか原因を特定を特

定することはできないと思っています。

他方で、お尋ねのありました財源となっております国の交付金の関係でございます。県

文化会館の音楽専用練習室整備工事の予定価格約２億５００万円のうち、国の交付金、地

域の元気臨時交付金、正式には地域活性化・雇用創出臨時交付金と申しますけれども、そ

れを積み立てて造成した地域経済活性化基金から繰入金を約１億５，０００万円充当して

おります。今回、この繰入金が不用という形になっていくと思いますけれども、この繰入

金について、県全体で有効に活用できるよう調整してまいりたいと思っております。

次に、ご質問のありましたまち・ひと・しごと創生、人口減少に対する取り組みという

ことでございます。これは、国でもまち・ひと・しごと創生本部をつくりまして、取り組

みを本格的に始めているところでございます。その中では、一番重要なのは、地域に安定

した雇用をつくる、仕事をつくる、次に、その仕事をつくりますと、そこに新しい人の流



- 28 -

れが生じる。例えば、若者も、奈良県の場合ですと県外に就職するようなことがあるわけ

ですけれども、そういうものを防ぐことができますし、あるいは観光を振興すればそこに

人が来ると。あるいは、そうやって地域の魅力が高まれば移住者もふえるということで取

り組みを始めたところでございます。おっしゃるように、市町村で個々に取り組みを進め

ていくと確かに将来的には消滅と言われている市町村もありますので、なかなかそれだけ

では難しい面があると思っています。それぞれの団体が全て人口がふえるという施策を果

たして打ち出せるのかという問題もあると思います。であるからこそ、重要になってくる

のは、やはり水平的な連携だったり、あるいは奈良県で進めている奈良モデルによる垂直

的な補完だと思っております。

今、県の取り組みといたしましては、市町村がまさにまち・ひと・しごと創生に向けま

して、各団体で地方総合戦略をおつくりになっていますので、その中で協力していくとい

うこともさせていただいていますし、奈良モデルの取り組みの中では、さまざまな課題に

つきまして、ご承知のように、県市町村サミットという形を通じまして、直接、知事と市

町村の首長の方々とが最新の政策課題について議論を交わすという取り組みをしていると

ころでございます。こうした広域連携、あるいは垂直連携も含めた取り組みによりまして

前に進めていくしかないのかというのが現段階の実感でありまして、なかなか短期的に施

策の出るものではないと思っていますが、これは国の動向いかんにかかわらず、腰を据え

てずっと取り組んでいかなければいけない課題だと思っております。以上でございます。

○荻田委員 文化振興の県文化会館の件ですけれど、また来年度も元気地域活性化基金の

予算は、国からは交付金としていただけるのですよね。その辺はどうなのですか。それが

まず１点と、地域振興部長がおっしゃるように、なかなか難しい課題です。それもう当然

のことです。だけど、それぞれ市町村に対して知事が、これだけの市町村支援をやってい

こう。観光や商業や、あるいは工業、いろいろなセクトの中で、それぞれの地域に果実を

与えながらやっているものですから、市町村ももっとしっかりと目を向けて、この人口動

態変化に歯どめをかけるような、そういった運営をやっていただけたら。これは、総括で

も知事に申し上げたいと思いますので、各部の部長も、このことはそれぞれの市町村長に

こういった話をしっかりとしていただきたいとぜひ申し上げておきたいと思います。

いろいろ申し上げたい点はありますけれども、決算でございますので、私の感想を申し

上げまして答弁を求めて終わります。

○一松地域振興部長 １つ目のお尋ねですけれども、地域の元気臨時交付金が来年度、あ
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るいは今年度、補正で来るかは国の補正予算の動向によりますので、私からは、現段階、

何とも申し上げられないことになるかと思っております。

２点目については、まさにおっしゃるとおり、結局は一番住民に近いところにある市町

村の問題であるというところが大きいところでございまして、奈良モデルと申し上げまし

ても、あくまでも市町村がメインプレーヤーで、我々はそこを手助けするという位置づけ

でございます。ただ、我々としましては、しっかりと我々で分析したエビデンス、あるい

はそれに基づく政策課題の解決策をきちんと市町村に示し、市町村が主体的になってそれ

ぞれの市町村の問題を解決していただけるようにしっかり取り組んでいきたいと思います。

どうもありがとうございました。

○和田委員長 委員の皆さんにご報告とご理解をお願いしたいのですが、きょうは想定外

の時間で、大変慎重な審議を皆さん方にしていただきました。休憩時間が昼は少なかった

です。また、今も長時間続いておりますので、１０分だけここで休憩をとらせていただき

たい。なお、まだ２人の委員の質疑がございます。ご報告とご理解をよろしくお願いしま

す。理事者側も、ご理解願いたいと思います。

開始は４５分からにさせていただきます。

１５：３４分 休憩

１５：４７分 再開

○和田委員長 それでは、休憩前に引き続きまして、ただいまより再開をいたします。

○田中委員 休憩を頂戴しましたので、元気が出ました。元気よく質問をさせていただき

たいと思いますが、あまり難しく考えないでください。

朝から、県民税の不納欠損について質問をいたしました。引き続き、市町村民税の不納

欠損の市町村別の内訳一覧のようなものがおつくりいただけると思いますので、資料とし

て提示していただきたいと思います。可能だと思いますけれども、可能かどうかお答えく

ださい。

２番目の質問は、ＥＶでございます。「主要施策の成果に関する報告書」の２６ページ、

右側の２つ目のマスの中でございますが、ＥＶを活用した車の貸し出しでございます。エ

コの車として非常に関心のあるところでございますけれども、先日も近鉄橿原神宮前駅へ

行きましたら、その車が並んでおりました。実際の稼働率は大体どのぐらい利用されてい

るものか、お尋ねしたいと思います。その後、お答えをいただいてから、それに関連する

質問をさせていただきたいと思います。
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引き続いて、３つ目でございますけれども、先日、宇陀市で若い方が亡くなられました。

明日香養護学校に通っておられた方なのですけれども、病弱の方でございました。スクー

ルバスに乗せていただいて通学したいという希望を出されていたのですけれども、残念な

がらスクールバスには乗ることできないと言われて、親御さんが困ってご相談になられま

した。教育委員会を通じてスクールバスに乗せていただけるようお願いしたところ、個々

の相談として十分相談に乗るというような答えも頂戴したのですけれども、残念ながらご

本人が病気のために亡くなってしまわれた。その後、お葬式等で随分と学校も心遣いをし

てくださいました。生徒も参列されたりして、随分と仲間意識が強いのだということもよ

くわかりましたし、学校当局も気を使っていただいたというように理解しておりますので、

個々のケースとしては全く何ら異論を申し上げるところではないのですけれども、制度の

中で、そういう病弱な方についてもスクールバスを利用して通学できるような方策がとれ

ないのかお尋ねしたいと思います。

それから、一般質問をこの前させていただきました。先ほどからの質問の中でもいろい

ろ出ていたテーマでございますけれども、一般質問の中で、職員会議を部外者が傍聴でき

るようにしたらどうかと申し上げました。教育長は、校長会に相談してみますというよう

なお答えをしていただいたと思うのですけれども、設問の根底にあったものは何かといい

ますと、他府県でございますけれども、いじめの問題でありますとか自殺の問題でありま

すとか、画面に出てくるのは教育委員会のあたふたとしたような、その場しのぎのような

対応の姿が画面に流れているように見えてなりません。ふだんから教職員会議が半分オー

プンといいますか、目に見えるような形になっていれば、日ごろからこういう努力してい

たのだということが明確になる、一般の方にも見えてくるのではないか。学校の職員会議

が閉鎖的というか、そういう状況になって、外部と中との落差を埋めるのに、教育長や校

長といった方だけが前面に出て、父兄や一般の方から見て、よくわからないというような

評価につながっているのではないかと思えてなりません。

そこで、学校当局の部外者である方が職員会議を傍聴できるようなシステムをつくって、

客観性を持たせることがいいのではないかと思って質問をしたわけでございます。その説

明の中で、既に学校評議員という方々がおられるとも伺いました。ただ、内輪の悩みだけ

理解して、内輪で解決しようという方々だけでは、学校と一般とのギャップを埋めること

はできないのではないかと思えるのです。設問としてお尋ねしたいのは、既にある学校評

議員という制度でございますけれども、それはどういう方々によってなされているのか。
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学校によっては、選び方が違うのかもわかりませんが、どのような形で選ばれていること

が多いのか、教えていただければと思います。

それから、文教くらし委員会でも申し上げたことでございます。決算委員会でございま

すので、過去のことについて申し上げるのですけれども、小・中学校のみならず、県立学

校においても、保護者に対して学校の設備ですとか機器ですとか、きょうも質問の中にも

ありましたが、寄附を求めることがいろいろとあるかと思います。先ほどは工業学校の実

験器具の資材も保護者に提供を求めるというようなこともあるようにおっしゃっておられ

ました。卒業記念や実験器具でありますとか、多いのは、半分個人の部分にかかわるのか

もわかりませんが、スポーツ振興、学校スポーツの関係での費用も、かなりの額になって

いることも事実であります。このような中で、もう一度精査していただいて、もう卒業記

念で何かを学校に寄附という時代ではなくなってきていると思いますので、そういうこと

に対してのご検討をされたほうがいいのではないかと思いますので、その点についてのご

見解をお伺いします。

それと、一番最後のところであとはお尋ねします。まずは、ただいまの質問に対しての

答弁を求めます。

○石井市町村振興課長 市町村税の不納欠損額について、市町村別の一覧の資料提供は可

能かどうかというお尋ねでございます。

平成２６年度分であれば可能かと思います。今すぐというわけにはいきませんが、あす、

あさっての範疇でつくって、またご提供させていただきたいと思います。

○平田エネルギー政策課長 ＥＶ、電気自動車を活用いたしました飛鳥地域振興支援事業

についてお答えいたします。

この事業につきましては、総務省の交付金を活用いたしまして、明日香村地域振興公社

が実施している事業でございます。昨年１０月１１日にオープンいたしましたが、秋の観

光シーズンの間は、休日についてはほとんど１００％の稼働率が続いたと聞いております。

また、当初は一日貸し、丸一日の利用時間帯のレンタルしかなかったのですけれども、こ

の４月からは時間貸しということで、３時間や５時間など、短時間の貸し出しの時間帯を

設けまして、稼働率の向上を図っていると聞いております。最近の状況でございますが、

９月１カ月間の平均稼働率は６６．３％で、特にシルバーウイークにつきましては、連日

１００％の稼働率であるというふうに聞いております。以上です。

○大西学校教育課長 明日香養護学校の病弱教育部門の生徒のスクールバス利用について
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質問ございました。

明日香養護学校につきましては、肢体不自由教育部門と病弱教育部門の２つの部門を設

けております。肢体不自由教育部門の児童生徒は、重度の身体障害がございまして、単独

で通学することが困難なため、通学にはスクールバスを利用しております。一方、病弱教

育部門には高等部を設置しておりまして、進学や就労に向けて病気と向き合いながら生徒

の自立と社会参加を目指すことが重要であることから、生徒の通学につきましては、単独

通学を基本としております。

ただ、今後につきましては、病弱教育部門生徒の身体の状況も多様でございますので、

保護者の事情に応じました対応を検討してまいりたいと考えております。

続きまして、学校評議員の制度についてでございます。県立高等学校の学校評議員につ

きましては、学校長の求めに応じまして意見を述べる学校長の諮問機関として学校評議員

制度が機能しております。県立学校では、委嘱を学校長が行って教育委員会に報告を求め

ておりまして、多くは地元の有識者や保護者の方、地域の住民代表などが評議員を務めて

いただいておりまして、学校の教育活動を支えていただいております。学校行事や授業参

観などで日ごろの学校の教育活動を見ていただき、学校の教育活動全般、生徒の校外での

様子について率直な意見をいただいている状況でございます。以上でございます。

○田中委員 もう保護者に学校設備機器の寄附を求める時代ではないと思うというところ

をまだ言わなかったので、答えがないのかもわかりませんけれども、それはぜひご検討い

ただきたいと思っております。

それから、文教くらし委員会では申し上げてきたことでございますけれども、そもそも

私立学校と公立学校とでは、金の出すところ違う。その教育の仕方も違う。それを、国の

方針で認めているわけですが、それがよく理解できません。私も実は私立大学出ています

ので、総務省の恩恵をいただいて、総務省からの補助金をいただいた大学から卒業してい

るのですけれども、大学はみずから学門に向けての行動をするというところのようにも思

いますけれども、小・中・高の段階で教育に対する考え方が根本的に違うというのは、い

いのだろうか。

それと、現実論をいいますと、世間にいる一般の人の評価からすると、お行儀がいいの

はどちらかといえば、私立学校の生徒。奈良県内から有名大学へ合格している率の高いの

は私立か公立かといえば、私立のほうが多いのです。どういう表現をしたらいいのかわか

りませんが、納得できないです。そもそも、私立は総務省の補助金で、宗教倫理、専門性



- 33 -

といいますか、そういうことも半分自由といいますか、制限が少ない。片方は、きちんと

した中立性を保たなければいけないということで教育をなさっておられると思うし、それ

を守っておられる。金を出すところが違えば、片方は、好きにやっていいよ。片方は、や

ってはいけないと。これは何かおかしいというような気持ちを抱くのです。

これは間違った考え方なのかどうか、今すぐ答え求めていいのかどうかもわかりません

けれども、非常に大きなテーマだと思っているのです。私の身近な人たちからいえば、あ

なたの子どもは、どこの学校へ行かせるのかと聞いたら、私立の学校へ行って、進学の勉

強をしっかり教えてくれるあそこの学校です。いや、あそこの学校行っていたらモラルが

きちんと育てられるからいいというような評価をされてしまうということは、非常に残念

なことだと思うのですよ。それで……。

○和田委員長 田中委員、申しわけございません。質問の要点をお願いします。

○田中委員 はい。

そこで、少なくとも小・中・高の教育の発想は、総務省であろうと文部科学省であろう

と、同じであるべきだと思うし、同じであってほしいと願っているのですけれども、こう

いう疑問に対してどのようにお考えなのか、お答えできるなら、いただきたいと思います。

まずそこまで。

○和田委員長 教育長、大きなテーマだそうですので、答えられるか答えられないかも含

めて、どうぞ。

○吉田教育長 委員には、文教くらし委員会のときもこのような問題提起をしていただき

まして、私も日常的に考えているところでありますけれども、その際にも、私学法がある

ということも含めてお答えをさせていただいておりましたけれども、委員としては、教育

委員会が担当すべきではないかというご意見をいただいております。実際には、いろいろ

な面で、例えば教育課程の面でありましても、協力、協調していると、健全育成という生

徒指導の分野でありましても、公私ともに生徒指導の研究協議会というものを公立、私立

の先生がお互いに、たしかあしただと思いますけれども、各駅に私学、公立の先生方が立

って、高校生の様子を見るということを協力、協調しながらやっているというところが現

状でございまして、法律の壁を越えてどのようにこのことを捉えるのかは、また今後協議

させていただく課題かと思っております。

○田中委員 教育長の気持ちはよくわかるのですけれども、要するに、宗教教育一つにし

ても、仏教もあればキリスト教もあるし、もっと強烈な一神教はイスラム、マホメット教
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であろうと思いますが、そういう学校ができて、そういう教育が進みますと、なかなか大

変な時代を迎えるのではないかという気持ちも持ちます。少なくとも、義務教育部分につ

いては、同一レベルといいますか、同じような考え方のもとにあったほうがいいのではな

いかという意味を込めて、頑張っていただかなければならないと思います。

それで、なぜそのことをあえて持ち出すかといいますと、県内のある私立学校を創設さ

れた方は、みずからの後ろを振り返って、学校をつくった当時はもう必死の思いだったと。

毎晩、夜遅くまで学校の幹部が集まって、我が校をどのようによくしていこうかというこ

との議論を重ねてきたと。それで、今日に至ったというお話をして、現在も立派に経営な

さっておられるのですけれども、教育に対する情熱の傾け方を私立と同じように県立並び

に公立の学校の先生方も抱いていただければ、いろいろな学校にかかわるような事件、事

故というのが少なくなるのではないか。生徒指導も徹底して行われるということも含めて、

もっと教育に情熱を傾けていただきたいという思いをいたします。

それを、あえて打ち破るといいますか、今の状態を打破していくためには、外からの空

気を必要とするのではないかと。そういう意味では、学校評議員という形に今はなるのか

もわかりませんけれども、少なくとも外部の目が絶えず赴任している学校に注がれている

のだということを自覚して教育に携わっていただく姿が各先生方の意欲増進にもつながる

と思いますので、ぜひ強く推進していただきたいと思います。

先ほどのご答弁をいただいた中で、市町村民税の問題についての資料が提出いただける

とおっしゃっていただきました。県民税の資料もすぐに出るのかと思ったら、まだ届いて

おりませんので、最後の総括質問のときにそれらの資料を拝見した上で質問させていただ

きたいと思ってます。以上です。

○和田委員長 石井市町村振興課長、その資料は田中委員だけではなくて、この委員会の

委員の皆さんにも提示してください。

○岡副委員長 どうやら最後になるようでございますので、トリの質問をさせていただき

ます。長時間本当にお疲れさまでございます。

大きくは２点でございますが、１番目は、地域振興部と先ほどの県水とリンクする話で

ございまして、その関連の質問になると思います。といいますのは、まず水道からもう一

度確認したいのですけれども、先ほど池田委員からいろいろと質問がありましたので、重

複するところは避けたいと思いますけれども、私も過去２年間、経済労働委員長させてい

ただきまして、水道局の踏ん張りは間近に見てまいりまして、本当によく努力をされてき
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たという思いはございます。それは、素直に評価をしたいと思います。

そこでお聞きしたいことは、このデータ見ますと、先ほどありましたように、最大稼働

率が５１．９％であり、職員１人当たりの有収水量が全国平均よりも少ないという中で、

給水原価が全国８２．４１円に対して、本県は１１０．９３円で高い。これらをこれから

解消されようとするのが、今、地域振興部が取り組んでおります、「主要施策の成果に関

する報告書」の２４ページの下にあります市町村への支援の中で、五條・吉野エリア施設

共同化推進事業をやっているのではないかと推測するわけでございます。それで、何を聞

きたいかといいますと、まず一つは、この地域振興部で五條・吉野エリア、どの辺まで話

が進んでいるのか、そして課題は何が見えているのかをお聞きしたいと思います。

そして、水道局にこれと関連して、それを将来受けて、多分事業をするのだろうと思い

ますけれども、その辺の狙いです、何を考えてそのようにされていこうとするのか、まず

素朴なところからお聞きしたいと思います。

○小槻地域政策課長 お尋ねの五條・吉野エリアに関する、これは県域水道のファシリテ

ィマネジメント事業の一環として取り組んでいるものであります。五條・吉野エリアにつ

きましては、県営水道ではなくて、市町村がそれぞれ水道事業を運営しておりますが、そ

の施設の共同化、あるいは業務の共同化、そういう広域化が図れないかということで、そ

れぞれの市町村の今後の経営のシミュレーションを行って、どういう形でやればいいのか

ということを最初に調査をしました。今後のシミュレーションした場合に、どういう形で

広域化が図れるか、要するに料金が下げられるかと、その辺を今検討しているところであ

ります。それぞれの市町村に対してシミュレーション結果をお示ししながら、どういうこ

とができるかを、業務の共同化も含めまして検討している状況であります。

○久保田水道局長 ただいま地域振興部の説明にもございましたように、現時点におきま

して、五條・吉野エリアにつきましては、県営水道の営業区域外でございますので、今、

検討を地域振興部で加えられていることに対して、県水道局として何かサポートすること

があるかどうか、そういう検討は積極的に関与していきたいと考えてございます。以上で

ございます。

○岡副委員長 わかりました。

少し角度を変えて、水道局にお聞きしたいと思います。今、県水が供給されている地域

の現状と、今後、県水を広げることができる可能性のある割合は県はどう見ていますでし

ょうか。
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○浅田水道局業務課長 県営水道が拡張できる可能性といいますと、今、地域振興部から

お話がありましたように、五條・吉野エリアが拡張できる可能性のある地域だと認識して

おります。ただし、県営水道が五條市のエリアに入ったときに、五條・吉野そのものも県

営水道も両方なのですけれども、コスト的に有利かどうかという検討は、今後重ねていき

たいと考えております。以上でございます。

○岡副委員長 もう少し数字でお聞きします。県水と自己水の割合は、県全体ではどうい

う比率になってますか。

○浅田水道局業務課長 現状は、５０対５０でございます。

○岡副委員長 今、地域振興部がやっていますこの五條・吉野エリアについては、対象外

という答弁だったように聞くのです。県水ではなくて、その地域の中でどうやって合理化

して、単価を下げる努力をしようかという、検討に入っているのだという説明だったと聞

きました。水道局は、将来はそこも取り込もうという雰囲気の答えだったのですけれども、

その辺の答弁が食い違っているように思えるのですけれども、どちらが正しいでしょうか。

○浅田水道局業務課長 少し言葉足らずで申しわけなかったのですけれども、拡張の可能

性があるということで五條・吉野エリアとお答えさせていただいたのですけれども、あく

まで可能性であるということだけで、今後はコスト的に、先ほど言いましたように、地元

に対して有利に働くかどうかというのは、地域振興部で客観的に判断していただいて、県

水が入れば地元に有利であるというのであれば、県水もそれに伴って検討を開始させてい

ただくという意味でございます。

○岡副委員長 わかりました。

そこでお願いですけれども、まず、結論的にいいますと、単価が高いことをどうやって

解消するかということです。視点を置いて、県全体で考えてほしいのです。全国が８２円

ほどのところが、本県は１１０円という、飛び抜けて高いわけでございます。大阪方面や

他府県から来た方からよく言われる言葉が、奈良県は水が高いですねと、どこへ住んでも

です。特に私が住んでる橿原市も結構高いのですけれども、そういうお話はよく聞きます。

県水のウエートが非常に高くなってきておりますので、県水がしっかり経営努力をさらに

重ねていただいて、先ほどありましたように、最大稼働率が５１．９％ということは余裕

があるわけです。このお水を、例えばあと２割、３割、仮によそへ売ったとしても、経費

は２割、３割ふえることはないと思うのです。つなぐだけですから。管理費もそれほどふ

えないと思うのです。



- 37 -

やはり商売というのは、入りをはかるか出を制すかですけれども、入りをはかるという

視点からいくと、自己水５０％の県下の状態見たときに、今おっしゃったように、そこへ

売りにいける可能性は十分あると思いますし、そういう視点で地域振興部も、根底にはそ

れは多分持っているのではないかと推測しますが、ぜひそういう努力をしながら県水のこ

の莫大な財産を有効に、売り上げに結びつけるという努力を連携しながらやっていただき

たい、このことを１点お願いしておきたいと思います。それ以上もう言いませんので、あ

とは要望にしておきます。

それと、２点目でございますけれども、教育委員会へお尋ねします。田原本町にありま

す志貴高校について、現在、どんな状況に置かれているのか。そして、今後の活用等に何

かお考えがあるのかお聞きしたいと思います。

○香河学校支援課長 旧志貴高校の跡地利用についてご質問がございました。

旧志貴高校につきましては、県立高校の再編によりまして、平成１８年度末で施設の使

用を終了しておりますが、その後、平成２２年３月より敷地の一部を一般社団法人奈良県

サッカー協会に貸与しているところでございます。奈良県サッカー協会におかれましては、

奈良県フットボールセンターとして整備をし、サッカー競技会やキッズサッカースクール

などの実施によりまして県内サッカー競技の普及、育成、強化に努められているほか、グ

ラウンドゴルフなど、スポーツ種目を超えたコミュニケーションの場としても活用されて

いるところでございます。

なお、それ以外の校地につきましては、現在のところ利用目的が決まってはおりません

が、県教委といたしましては、順次、敷地の権利関係の整理を進めているところでござい

まして、整理が進みました段階で知事部局等とも協議の上、県全体で活用方法を検討して

いきたいと考えているところでございます。

なお、現在のところ、具体的な処分方法、活用方法が決まるまでの間は、災害時の避難

所や緊急物資の保管場所として活用をしているところでございます。以上でございます。

○岡副委員長 地元の町から、多分声も届いていると思いますけれども、いろいろな形で

もう少し活発に活用させていただきたいというお声もあると聞いております。ですから、

しっかりと地元の田原本町のお声をしっかりと聞いていただいて、地元の意向にできるだ

け沿うようにぜひ今後の活用をお願いしたい。要望にしてこのテーマを終わります。以上

で終わります。

○和田委員長 ほかに質問がなければ、これをもちまして水道局、教育委員会、地域振興
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部の審査を終わります。

次回、あす１０月１６日は、午前１０時より南部東部振興、県土マネジメント部、まち

づくり推進局の審査を行い、その終了後には観光局、医療政策部、病院の審査を行います

ので、各委員よろしくお願いをいたします。

本日はこれをもちまして会議を終わらせていただきます。どうもありがとうございまし

た。


